
平 成 30 年 度

全 国 知 事 会 予 算 書



（１）勘定科目の整理

　下記のとおり、勘定科目の整理を行う。

Ⅰ　事 業 活 動 収 支 の 部

 ２．事業活動支出

(1) 事業費支出

⑤ 自治振興費支出 削除　地方自治確立対策協議会等各種団体に対する負担金等の経費

・ 旅費交通費支出 削除　④行財政調査費支出－旅費交通費支出へ振替

・ 会議費支出 削除

・ 支払負担金支出 削除　①事業共通費支出－支払負担金支出へ振替

・ 諸謝金支出 削除

・ 印刷製本費支出 削除

・ 雑支出 削除

⑨ 災害対応費支出 新規

・ 給料手当支出 新規

・ 旅費交通費支出 新規　④行財政調査費支出－旅費交通費支出から一部振替

・ 通信運搬費支出 新規　①事業共通費支出－通信運搬費支出から一部振替

・ 雑支出 新規

平成３０年度 全国知事会収支予算の説明

平成30年度全国知事会収支予算は、平成16年公益法人会計基準により作成。
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（２）収支予算内容の説明

Ⅰ　事 業 活 動 収 支 の 部

 １．事業活動収入

(2) 分担金収入

①

(3) 負担金等収入

①

 ２．事業活動支出

(1) 事業費支出

①

②

 ③

 ④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

委員会関係費支出は、常任委員会及び特別委員会等の開催経費として7,890千円を計
上。

広報費支出は、ホームページの維持管理等に要する経費として3,428千円を計上。

事業共通費支出は、総務部職員9名の一部、調査第一部・調査第二部・調査第三部職員
23名及び分権本部職員5名に要する人件費関係として321,347千円、その他に要する経
費として104,260千円を計上。

全国知事会議関係費支出は、全国知事会議の開催経費として34,362千円を計上。

行財政調査費支出は、地方行財政に関する各種調査等に要する経費として4,638千円を
計上。

災害対応費支出は、衛星携帯電話等、災害発生時の対応経費として460千円を計上。

研究費支出は、自治制度検討会の開催経費等として2,795千円を計上。

国際交流関係費支出は、日米知事会議、日中知事省長交流事業等に要する経費として
44,058千円を計上。

地方自治先進政策センター関係費支出は、地方自治先進政策センターの運営に要する
経費として4,936千円を計上。

都道府県からの分担金収入486,555千円を計上。分担金の計算方法は平成29年度予算と
同一であるが、分担金収入の変動幅をなだらかにするため調整措置を実施している。

負担金等収入は、（公財）都道府県会館の共通経費負担金28,302千円と退職給付負担
金10,033千円、地方自治振興事業助成金39,590千円等を計上。
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(2) 管理費支出

①

(3) 退職給付支出

①

Ⅱ　投 資 活 動 収 支 の 部

 １．投資活動収入

(1) 特定資産取崩収入

①

②

③

 ２．投資活動支出

(1) 特定資産取得支出

①

②

(2) 固定資産取得支出

①

②

Ⅲ　財 務 活 動 収 支 の 部

 ２．財務活動支出

(1) リース債務返済支出

退職給付引当資産取崩収入は、職員の退職金への充当として20,000千円を計上。

ソフトウェア購入支出は、スポーツ施設データベースのウェブサイトリニューアル等
のため4,132千円を計上。

ﾘｰｽ債務積立資産取崩収入は、ﾘｰｽ債務返済支出への充当として3,281千円を計上。

退職給付引当資産取得支出として16,773千円を計上。

減価償却積立資産取崩収入は、リース終了によるリース資産取崩として31,500千円を
計上。

全国知事会職員及び（公財）都道府県会館出向職員の退職金として20,000千円を計
上。

総務部職員9名の人件費の一部として53,680千円、その他に要する経費として43,240千
円を計上。

リース債務返済支出として8,281千円を計上。

什器備品購入支出は、ウェブ会議システム関連機器調達のため2,000千円を計上。

減価償却積立資産取得支出として18,625千円を計上。
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（単位：千円）

Ⅰ 事業活動収支の部

(1) 特定資産運用収入 25 31 △ 6

① 特定資産利息収入 25 31 △ 6

・ 減価償却積立資産利息収入 8 9 △ 1

・ 退職給付引当資産利息収入 17 21 △ 4

・ ﾘｰｽ債務積立資産利息収入 0 1 △ 1

(2) 分担金収入 486,565 488,370 △ 1,805

① 分担金収入 486,565 488,370 △ 1,805

・ 都道府県分担金収入 486,555 488,360 △ 1,805

・ 特別分担金収入 10 10 0

(3) 負担金等収入 80,953 78,361 2,592

① 負担金等収入 80,953 78,361 2,592
・ 会館負担金等収入 77,925 75,361 2,564

 共通経費負担金 28,302 25,283 3,019
 都道府県会館職員退職給付負担金 10,033 10,488 △ 455
 地方自治振興事業助成金 39,590 39,590 0

・ 協議会負担金収入 3,028 3,000 28

(4) 81 40 41

① 81 40 41

・ 受取利息収入 31 30 1

・ 雑収入 50 10 40

567,624 566,802 822

 2.事業活動支出

(1) 528,174 552,847 △ 24,673
① 425,607 433,021 △ 7,414

・ 給料手当支出 273,968 288,476 △ 14,508

・ 法定福利費支出 47,379 51,176 △ 3,797

・ 福利厚生費支出 1,404 1,500 △ 96

・ 職員研修費支出 2,843 3,186 △ 343

・ 印刷製本費支出 5,400 4,800 600

・ 通信運搬費支出 4,500 4,773 △ 273

・ 光熱水料費支出 750 800 △ 50

・ 賃借料支出 36,606 38,737 △ 2,131

・ 保守費支出 11,632 11,453 179

・ 支払負担金支出 10,100 - 10,100

・ 委託費支出 27,545 24,000 3,545

・ 消耗品費支出 3,200 4,000 △ 800

・ 支払利息支出 280 120 160

② 34,362 29,180 5,182

・ 旅費交通費支出 3,219 2,702 517

・ 会議費支出 24,006 20,523 3,483 北海道開催　会場借上費等

・ 印刷製本費支出 450 450 0

・ 通信運搬費支出 6,637 5,355 1,282

・ 雑支出 50 150 △ 100

平成30年度 全国知事会一般会計収支予算書
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　目 予算額
前年度

当初予算額 増　減 備　　　　考

雑収入

雑収入

事業活動収入計

 1.事業活動収入

事業費支出

事業共通費支出 総務部職員9名(一部）・調査第一部・調査
第二部・調査第三部職員23名（都道府県派
遣職員17名）及び分権職員5名人件費・そ
の他共通経費

人事異動による支出減

全国知事会議関係費支出 全国知事会議・理事会等経費

北海道開催　放送費用等

ｽﾎﾟｰﾂ施設ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ保守委託費の増
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（単位：千円）

③ 7,890 6,913 977

・ 旅費交通費支出 916 1,441 △ 525

・ 会議費支出 1,372 1,116 256

・ 諸謝金支出 4,750 3,300 1,450

・ 印刷製本費支出 0 198 △ 198

・ 通信運搬費支出 842 848 △ 6

・ 雑支出 10 10 0

④ 4,638 5,459 △ 821

・ 旅費交通費支出 2,714 3,553 △ 839

・ 会議費支出 145 117 28

・ 諸謝金支出 10 10 0

・ 印刷製本費支出 550 550 0

・ 図書購入費支出 1,209 1,179 30

・ 雑支出 10 50 △ 40

- 10,536 △ 10,536

・ 旅費交通費支出 - 286 △ 286

・ 会議費支出 - 10 △ 10

・ 支払負担金支出 - 10,210 △ 10,210

・ 諸謝金支出 - 10 △ 10

・ 印刷製本費支出 - 10 △ 10

・ 雑支出 - 10 △ 10

⑤ 3,428 3,428 0

・ 旅費交通費支出 10 10 0

・ 原稿料支出 10 10 0

・ 通信運搬費支出 5 5 0

・ 賃借料支出 3,094 3,094 0

・ 委託費支出 299 299 0

・ 雑支出 10 10 0

⑥ 44,058 46,298 △ 2,240

・ 旅費交通費支出 22,751 25,906 △ 3,155

・ 会議費支出 14,326 13,829 497

・ 諸謝金支出 1,000 10 990

・ 翻訳料支出 1,800 3,600 △ 1,800

・ 通信運搬費支出 1,000 852 148

・ 雑支出 3,181 2,101 1,080

⑦ 2,795 14,336 △ 11,541 自治制度検討会等経費

・ 旅費交通費支出 672 1,176 △ 504

・ 会議費支出 463 830 △ 367

・ 諸謝金支出 1,440 3,120 △ 1,680

・ 印刷製本費支出 0 6,000 △ 6,000

・ 図書購入費支出 200 200 0

・ 通信運搬費支出 0 1,000 △ 1,000

・ 委託費支出 10 2,000 △ 1,990

・ 雑支出 10 10 0

委員会関係費支出 常任委員会・特別委員会等経費

科　　　　　　目 予算額
前年度

当初予算額 増　減 備　　　　考

行財政調査費支出 行財政に関する調査等経費

自治振興費支出

広報費支出 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ管理等経費

国際交流関係費支出
国際知事会議等経費（日米知事会
議、日中知事省長交流事業等）

日米知事会議及び日中知事省長フォーラム会場設営費用等

研究費支出

全国知事会70年史　印刷費の減

全国知事会70年史　発送費の減
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（単位：千円）

⑧ 4,936 3,676 1,260

・ 旅費交通費支出 500 702 △ 202

・ 会議費支出 280 306 △ 26

・ 諸謝金支出 2,136 2,648 △ 512

・ 印刷製本費支出 1,500 - 1,500

・ 通信運搬費支出 500 - 500

・ 委託費支出 10 10 0

・ 雑支出 10 10 0

⑨ 460 - 460

・ 給料手当支出 10 - 10

・ 旅費交通費支出 200 - 200

・ 通信運搬費支出 200 - 200

・ 雑支出 50 - 50

528,174 552,847 △ 24,673

(2) 96,920 78,688 18,232
① 96,920 78,688 18,232

・ 給料手当支出 44,868 33,986 10,882

・ 法定福利費支出 8,812 6,920 1,892

・ 福利厚生費支出 486 260 226

・ 職員研修費支出 841 706 135

・ 旅費交通費支出 2,087 2,000 87

・ 交際費支出 1,070 960 110

・ 諸謝金支出 3,046 3,046 0

・ 印刷製本費支出 2,400 1,800 600

・ 図書購入費支出 1,500 1,557 △ 57

・ 消耗品費支出 1,200 1,500 △ 300

・ 通信運搬費支出 1,842 1,596 246

・ 賃借料支出 14,722 12,184 2,538

・ 光熱水料費支出 288 240 48

・ 保守費支出 4,738 3,252 1,486

・ 修繕費支出 600 400 200

・ 委託費支出 6,295 6,241 54

・ 支払利息支出 125 40 85

・ 雑支出 2,000 2,000 0

96,920 78,688 18,232

(3) 20,000 30,000 △ 10,000

① 20,000 30,000 △ 10,000

・ 退職給付支出 20,000 30,000 △ 10,000

20,000 30,000 △ 10,000

645,094 661,535 △ 16,441

△ 77,470 △ 94,733 17,263

優秀政策事例集　印刷費

優秀政策事例集　発送費

地方自治先進政策センター運営経費

災害対応費支出 災害対応経費

事業費支出計

科　　　　　　目 予算額
前年度

当初予算額 増　減 備　　　　考

地方自治先進政策センター関係費支出

管理費支出計

退職給付支出

管理費支出

管理費支出 総務部職員9名人件費（一部）・その他共通経費

退職給付支出

退職給付支出計

事業活動支出計

事業活動収支差額
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（単位：千円）

(1) 54,781 70,343 △ 15,562

① 31,500 31,560 △ 60

・ 減価償却積立資産取崩収入 31,500 31,560 △ 60

② 20,000 30,000 △ 10,000

・ 退職給付引当資産取崩収入 20,000 30,000 △ 10,000

③ 3,281 8,783 △ 5,502

・ ﾘｰｽ債務積立資産取崩収入 3,281 8,783 △ 5,502

54,781 70,343 △ 15,562

(1) 35,398 37,785 △ 2,387

① 18,625 22,698 △ 4,073

・ 減価償却積立資産取得支出 18,625 22,698 △ 4,073

② 16,773 15,087 1,686

・ 退職給付引当資産取得支出 16,773 15,087 1,686

(2) 6,132 4,500 1,632

① 2,000 3,000 △ 1,000

・ 什器備品購入支出 2,000 2,000 0

・ 附属設備購入支出 0 1,000 △ 1,000

② 4,132 1,500 2,632

・ ソフトウェア購入支出 4,132 1,500 2,632

41,530 42,285 △ 755

13,251 28,058 △ 14,807

0 0 0

0 0 0

(1) 8,281 8,783 △ 502

8,281 8,783 △ 502

△ 8,281 △ 8,783 502

10,000 10,000 0

△ 82,500 △ 85,458 2,958

401,322 396,058 5,264

318,822 310,600 8,222

※ 平成29年度決算見込額を計上している

（参考）

予算額
前年度

補正後予算額
前年度

当初予算額

△ 82,500 △ 39,913 （29年度補正後収支差額） △ 85,458

401,322 441,235 （28年度決算額） 396,058

318,822 401,322 310,600

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

リース終了によるリース資産取崩

Ⅱ 投資活動収支の部

科　　　　　　目 予算額
前年度

当初予算額

固定資産取得支出

 1.投資活動収入

特定資産取崩収入

減価償却積立資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入

ﾘｰｽ債務積立資産取崩収入

投資活動収入計

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部

 1.財務活動収入

財務活動収入計

 2.財務活動支出

リース債務返済支出

財務活動収支差額

財務活動支出計

 2.投資活動支出

特定資産取得支出

減価償却積立資産取得支出

退職給付引当資産取得支出

Ⅳ 予備費支出

什器備品購入支出

ソフトウェア購入支出

投資活動支出計

投資活動収支差額

増　減 備　　　　考

ｽﾎﾟｰﾂ施設ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｲﾄﾘﾆｭｰｱﾙ費用

※

※
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別表

（単位：千円）
31年度 28年度 29年度

均等割額 人口割額
合　　計

(10%縮減前）
①分担金

（10%縮減額）
参考 分担金
（10%縮減額）

参考 分担金
（10%縮減額）

②分担金
（10%縮減額）

北 海 道 8,000 7,007 15,007 13,506 13,397 13,726 13,616 ▲ 110
青 森 県 8,000 1,719 9,719 8,747 8,707 8,827 8,787 ▲ 40
秋 田 県 8,000 1,349 9,349 8,414 8,378 8,487 8,451 ▲ 37
岩 手 県 8,000 1,675 9,675 8,708 8,673 8,777 8,743 ▲ 35
山 形 県 8,000 1,472 9,472 8,525 8,494 8,585 8,555 ▲ 30
宮 城 県 8,000 3,021 11,021 9,919 9,887 9,983 9,951 ▲ 32
福 島 県 8,000 2,523 10,523 9,471 9,404 9,605 9,538 ▲ 67
新 潟 県 8,000 3,008 11,008 9,907 9,853 10,014 9,960 ▲ 53
東 京 都 8,000 17,303 25,303 22,773 22,761 22,796 22,784 ▲ 11
群 馬 県 8,000 2,564 10,564 9,508 9,472 9,580 9,544 ▲ 36
栃 木 県 8,000 2,565 10,565 9,509 9,473 9,580 9,545 ▲ 36
茨 城 県 8,000 3,792 11,792 10,613 10,559 10,720 10,666 ▲ 53
埼 玉 県 8,000 9,355 17,355 15,620 15,566 15,727 15,674 ▲ 54
千 葉 県 8,000 8,036 16,036 14,432 14,365 14,567 14,500 ▲ 68

神 奈 川 県 8,000 11,755 19,755 17,780 17,708 17,924 17,852 ▲ 72
山 梨 県 8,000 1,091 9,091 8,182 8,161 8,223 8,203 ▲ 21
静 岡 県 8,000 4,809 12,809 11,528 11,461 11,662 11,595 ▲ 67
長 野 県 8,000 2,735 10,735 9,662 9,617 9,751 9,706 ▲ 44
富 山 県 8,000 1,389 9,389 8,450 8,428 8,496 8,474 ▲ 24
石 川 県 8,000 1,497 9,497 8,547 8,528 8,586 8,567 ▲ 20
岐 阜 県 8,000 2,646 10,646 9,581 9,539 9,666 9,624 ▲ 43
愛 知 県 8,000 9,635 17,635 15,872 15,816 15,983 15,927 ▲ 55
三 重 県 8,000 2,363 10,363 9,327 9,291 9,398 9,362 ▲ 35
福 井 県 8,000 1,025 9,025 8,123 8,106 8,156 8,140 ▲ 17
滋 賀 県 8,000 1,825 9,825 8,843 8,827 8,872 8,857 ▲ 14
京 都 府 8,000 3,384 11,384 10,246 10,206 10,324 10,284 ▲ 38
大 阪 府 8,000 11,431 19,431 17,488 17,378 17,707 17,597 ▲ 109
奈 良 県 8,000 1,778 9,778 8,800 8,771 8,861 8,831 ▲ 31

和 歌 山 県 8,000 1,262 9,262 8,336 8,310 8,388 8,362 ▲ 26
兵 庫 県 8,000 7,174 15,174 13,657 13,573 13,823 13,739 ▲ 82
鳥 取 県 8,000 748 8,748 7,873 7,861 7,898 7,885 ▲ 12
岡 山 県 8,000 2,493 10,493 9,444 9,412 9,506 9,474 ▲ 30
島 根 県 8,000 907 8,907 8,016 7,999 8,051 8,033 ▲ 17
広 島 県 8,000 3,681 11,681 10,513 10,474 10,590 10,552 ▲ 39
山 口 県 8,000 1,835 9,835 8,852 8,817 8,920 8,886 ▲ 34
香 川 県 8,000 1,270 9,270 8,343 8,324 8,380 8,361 ▲ 18
徳 島 県 8,000 989 8,989 8,090 8,070 8,131 8,111 ▲ 21
愛 媛 県 8,000 1,810 9,810 8,829 8,795 8,897 8,862 ▲ 33
高 知 県 8,000 957 8,957 8,061 8,039 8,106 8,084 ▲ 23
福 岡 県 8,000 6,578 14,578 13,120 13,074 13,211 13,165 ▲ 45
佐 賀 県 8,000 1,083 9,083 8,175 8,159 8,207 8,191 ▲ 16
長 崎 県 8,000 1,801 9,801 8,821 8,786 8,891 8,856 ▲ 35
大 分 県 8,000 1,520 9,520 8,568 8,543 8,618 8,593 ▲ 25
熊 本 県 8,000 2,321 10,321 9,289 9,257 9,354 9,321 ▲ 32
宮 崎 県 8,000 1,440 9,440 8,496 8,471 8,546 8,520 ▲ 24

鹿 児 島 県 8,000 2,155 10,155 9,140 9,098 9,222 9,181 ▲ 41
沖 縄 県 8,000 1,834 9,834 8,851 8,851 8,851 8,851 0

376,000 164,610 540,610 486,555 484,739 490,173 488,360 ▲ 1,805合　　　　計
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